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１ スマートメーターの導入について

○ わが国においては、エネルギー基本計画(H22/６)にて｢2020年代の可能な限り早い時期に原則全ての需要

家にスマートメーターの導入を目指す｣の目標が設定され、さらに、エネルギー・環境会議(H23/７)にて

｢今後５年間で総需要の８割をカバーする｣を目標とするスマートメーターの集中整備が示された。

○ 当社におけるスマートメーターは、平成22年度から導入を開始し、平成24年度までに累計37万台導入

(平成24年度は20万台)を行うとともに、平成25年度から平成27年度は毎年30万台づつへ導入を拡大。

○ さらにその後もコストダウンと機能高度化を継続して図りながら平成28年度以降は年間80万台以上の

本格導入を図り、都市部及び一般地域については10年後の平成35年度までに全数スマートメーター化、

残る離島・山間地域等についても可能な限り早期のスマートメーター化を図る。

○ 今回の料金改定申請においては、原価算入期間である平成25～27年度のスマートメーター導入に関わる

計器、通信設備、システム開発等に必要な費用を計上。
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■当社スマートメーター（ユニットメーター）：計量、通信、開閉の３ユニットで構成

○ユニット方式メーターの特長

・各ユニット単独で取替可能で、契約状況や

通信方式に応じ適確な組合せが可能

・検定期間満了に伴うメーター取替を効率的

かつ安全に実施（ソケット化等）

・通信方式の高度化やＨＥＭＳ連携に柔軟に

対応可能で最適な通信方式を選択できる。

・必要箇所について遠隔で入切操作が可能

（業務効率化かつ低コスト）

※ なお、スマートメーターの高度化や通信方式の確立等に合わせてメーター構造（通信部・計量部の

一体化等）も含め柔軟に対応

①

②

③

①通信ユニット
о計量データを伝送

о様々な通信方式に対応

②計量ユニット
о使用電力量を計量

(計量法による検定対象)

③開閉ユニット

о電力供給の｢入/切｣

（必要箇所のみ取付）

・検針業務効率化(遠隔検針、検針困難箇所解消)
・契約業務効率化(遠隔入切やメニュー設定)
・工事品質向上(アーク災害防止、取替工事効率化)

・｢見える化｣による省エネ・料金低減
・料金メニュー多様化と需要抑制(DR)
・低圧停電把握や電圧負荷管理高度化

○導入目的（お客さまサービス向上・業務の改善）

２２ 当社スマートメーターの概要と導入目的



ｏ検針業務の改善

・目視(現場)検針→遠隔検針による業務効率化

・検針困難箇所での訪問作業の解消

ｏ契約業務の改善

・遠隔開閉による業務効率化

・契約変更に伴うメーターの遠隔設定

ｏ工事の品質向上

・アーク災害の防止、取替作業の効率化

【参考１】スマートメーターの導入による業務高度化とお客さまサービス向上

システム構成システム構成

ｏ太陽光などの分散型電源の負荷
発電状況の把握

お客さまサービスの向上お客さまサービスの向上

営業所業務の改善・効率化営業所業務の改善・効率化

スマート
メーター

ｏ電気使用状況の見える化

・料金メニューの多様化と
デマンドレスポンス(需要抑制）

ｏ省エネコンサルなどのご提案

・お客さまへの電気の使い方をお知らせによる
節電、節約意識の向上

ｏ低圧停電範囲等の把握による早期復旧

・お客さま個別の停電把握による迅速な復旧対応

 
ＨＥＭＳ 家電製品

ＥＶ 蓄電池

太陽光発電

将来の業務高度化とサービス向上将来の業務高度化とサービス向上

ｏスマートメーターとHEMS連系に
よるデマンドレスポンス
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22001100//1122//1100  1155：：3300  当当日日累累計計発発電電量量：：88,,332299WWhh  

当当日日累累計計消消費費量量：：77,,994444WWhh  

当当日日累累計計売売電電量量：：33,,775555WWhh  
発発電電実実績績：：    当当日日／／    前前日日  

消消費費実実績績：：    当当日日／／    前前日日  

中継装置（電力線搬送）

【ＰＬＣ遠隔検針】

公衆無線
回線網

【無線遠隔検針】

当社事業所

当社通信網
を有効活用

低圧遠隔検針
親局装置

 

遠隔検針・開閉装置

光ケーブル

配電線

通信サーバ

公衆
回線網

ｏ負荷状況把握による系統全体と
しての電圧管理適正化

３

ｏ負荷管理精度向上による変圧器
容量適正化等の設備投資抑制



３ スマートメーター導入の現状と計画概要

○ 特高・高圧はスマートメーター化済。

○ 低圧は、都市部及び一般地域を平成35年度までに、残る離島・山間地域は通信網整備状況を考慮しな
がら可能な限り早期に全数810万台のスマートメーター化（H37目途）。

8割弱

約4割

全数

全数

H30

約7割

約3割

全数

全数

H29

全数

全数

全数

全数

H37

ほぼ全数

9割弱

全数

全数

H35H24 H25 H26 H27 H28

特高・大口 全数 全数 全数 全数 全数

高圧小口 全数 全数 全数 全数 全数

低 圧 α α 1割弱 約1割 約2割

総需要割合 6割弱 約6割 約6割 6割強 7割弱

〔スマートメーターに関する展開計画〕

・都市部・一般地域：～H35
・離島・山間地域 ：～H37

・30分値計量
・開閉器機能
・使用量情報提供

約42%約8,100千口低圧

・スマートメーター化済
（自動検針展開中）

・デマンド計量
・使用量情報提供
・30分値計量

約23%約71千口高圧小口

・スマートメーター化済
（自動検針展開済）

展開計画

・デマンド計量
・使用量情報提供
・30分値計量

メーター機能

約35%

需要構成比

約4千口

件数

特高・高圧大口
（500kW以上）

〔スマートメーター導入率（需要割合）〕

４

※ 低圧スマートメーターはH27までは年間30万台、H28以降は年間80万台導入を計画
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今後

現状無
線

H29～H28H27H26H25H24H23H22H21H20

現状の通信方式

４ これまでの取組みと今後の計画
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開 発（1:N 無線） 試験
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マルチホップ
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開発（Ｂルート）

光ｹｰﾌﾞﾙ

光ｹｰﾌﾞﾙ、

公衆無線 ＰＬＣ

１：Ｎ無線
（WiMAX）
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特小無線 公衆無線 k
W
h

k
W
h

k
W
h

・新規光構築が不要
・メータ設置と同時
に遠隔検針可能

・Ｂルート※2通信
も今後開発

試験導入 本格導入

本格導入試験導入（Ａルート※2）

今後（開発中）の通信方式 特徴

集合住宅 集合住宅

電力線 電力線

※1 国際標準規格のデータ通信方式。総務省より国内通信事業者に免許が付与され、全国人口カバー率９割
※2 Aルート：スマートメーターと当社間通信、 Bルート：スマートメーターと宅内ＨＥＭＳ間通信

○ 業務効率化とお客さまサービス向上を目的に平成22年からスマートメーター（ＰＬＣ及び特小無線方式）の導入
を開始。

○ 現在、スマートメーター全数早期導入及び機能高度化等の情勢変化を受け、通信方式の見直しを検討中。

・複数の通信方式を比較検討した結果、１:Ｎ無線方式（WiMAX ※1等）が最有力との見通しから開発に着手

・平成25年度に試作品による実証試験を実施し、平成26年に試験導入、その後本格導入の計画

・なお、今後の通信技術・業界の動向や全国大（電力）の動向を踏まえ最終決定する所存



【参考２】 遠隔検針無線通信方式の比較検討

ｏ遠隔検針の無線通信方式としては、マルチホップ無線方式と直接無線方式があるが、郡部の多い九州におい
ては、設備投資、スマートメーター早期導入対応面からも直接無線方式が有利。

メーター設置と同時に遠隔検針可能○バケツリレー構成するため先にメーター整備要△
ＳＭ導入
対 応

免許を受けた周波数のため干渉の影響無○免許不要なため電波の干渉が起こりやすい△信頼性

通信料金が必要△自社設備のため通信費不要○通 信 費

通信事業者のサービスを利用するため不要○独自のインフラ整備が必要△設備投資

ｏアンテナとメーターが１対１で通信ｏメーター同士がバケツリレー方式でデータを伝送

直接無線方式
（WiMAX、携帯電話（3G、4G等））

マルチホップ無線方式
（特定小電力無線、PHS、WiFi等）

通信方式

ｏ直接無線方式においては、現時点ではサービスエリアが携帯電話よりも若干狭いが、通信速度、通信料金面
を考慮すると、WiMAXが有利。

数十Mbps数十Mbps数Mbps通 信 速 度

○(低)△(高)△（高）通 信 料 金

△（90％）

[世帯カバー率は約8割]
（今後拡大予定）○（ほぼ100％）

九州ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ
（人口ｶﾊﾞｰ率）

WiMAX携帯電話（第４世代ＬＴＥ等）携帯電話（第３世代）直接無線方式
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５ スマートメーターの導入拡大のイメージ

○ 通信方式検討に当たっては、光構築エリアや公衆無線エリア、戸建及び集合住宅等の条件を考慮し、
ＰＬＣ、公衆無線（WiMAX、携帯電話等）、特小無線方式等から各々最適方式を適用（適材適所）。

一般地域（光未構築エリア）一般地域（光未構築エリア）

光回線網

kWh

【集合住宅】

・光＋ＰＬＣ方式導入中

中継装置

料金計算ｼｽﾃﾑ

データ連係

自動検針ｼｽﾃﾑ

【戸建・小規模集合住宅】
・特小無線(現地検針)方式導入中
・WiMAX方式開発中
・光方式開発検討中

kWh

中継装置

[WiMAXエリア]
・WiMAX方式開発中

[WiMAX方式エリア外]
・（携帯方式＋特小無線）方式開発検討中

・携帯方式開発検討中
（通信網の整備状況も考慮）

公衆無線
回線網

中継装置

・（携帯方式＋ＰＬＣ）方式開発検討中

都市部（光構築エリア）都市部（光構築エリア）

kWh

kWhkWh

kWh

当社当社

中継装置

７

● 通信性能とｺｽﾄ面から技術的に確立している公衆無線（WiMAX・携帯電話等）から導入拡大

離島・山間部地域離島・山間部地域



６ スマートメーター原価算入内訳（Ｈ25～27）について

■料金原価におけるスマートメーター関連費用織込状況【参考５】

○ スマートメーター導入費用は、従来型計器からの増分費用として年平均38億円を算入。

○ また、通信工事費、システム開発費、検針通信料等を含めると、年平均61億円を原価に織込み。

26222人件費※2

増分費用※1 （億円/年）

増分単価（千円/台）

導入数 （万台/年） 3192313130

スマートメーター
（増分費用）

14.7－14.214.315.7

38114383839

413652通信設備の工事・保守費他

原 価 織 込 項 目 H25 H26 H27 合計 ３か年平均

システム開発費、リース他 3 9 5 18 6

遠隔検針通信料他 6 12 16 33 11

合 計 52 65 67 184 61

（億円）

８

■検針費削減等の導入効果については、H25～27年度で約５億円を織込み

▲4.8

▲2.2

▲2.6

合計

▲2.3

▲1.0

▲1.3

H27

▲0.9▲0.9▲0.4現地目視検針の効率化

▲0.7▲0.7▲0.5契約変更時の計器取替工事不要化 等

▲1.6▲1.6▲0.9合 計

３か年平均H26H25スマートメーター導入による効果業務項目

（億円）

※1 増分費用は「導入数×増分単価」から減価償却費と取替修繕費を算定し、合計したものにコスト削減を織り込んだ値
※2 今回申請した人件費総額のうち、当該業務に従事する社員にかかる費用を再掲
※ 四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある



【参考３】スマートメーター導入に伴う効果（Ｈ25～27）

○ スマートメーター（遠隔検針）による検針・配電費用

についてその効率化を想定。

○ 効果額：約▲4.8億円（H25～27年度の累計）

検針業務 60.863.065.1導入後 (億円)

▲1.3▲0.9▲0.4導入効果 (億円)

62.163.965.5従来方式 (億円)

① 検針費用 H25年度 H26年度 H27年度

９

３か年合計（億円） ▲4.8

▲2.3▲1.6▲0.9合計（①＋②）

② 配電費用 H25年度 H26年度 H27年度

契約変更時の

計器取替 等

従来方式 (億円) 8.2 8.2 8.3

導入後 (億円) 7.7 7.5 7.3

導入効果 (億円) ▲0.5 ▲0.7 ▲1.0

※1 スマートメーター導入箇所の検針業務効率化（約▲30円/件）

※2 スマートメーター導入箇所の計器取替工事不要化

（約▲10千円/箇所）

(※2)

(※1)

ｏ遠隔設定（現地取替不要）

従来型

 

原価算定期間：Ｈ25～27

現地投函

検針票

 
現地投函

将来：全数遠隔自動検針

ｏ使用状況の見える化
ｏクイックサービス
ｏ工事品質・安全向上

ＷＨＭＷＨＭ

ｏ怪我をしないように･･･

ｏ時間・コストがかかる

ｏ遠隔検針（現地検針不要）
ｏ契約変更（計器取替不要）

ｏ現行どおり

【未導入箇所】

 
SW
ON/OFF

kWh

SW
ON/OFF

kWh

 
SW
ON/OFF

kWh

SW
ON/OFF

kWh

 

営業所

ｏ遠隔検針

ｏ遠隔設定

＜検針・配電業務効率化イメージ＞

【 現 在 】

 
SW
ON/OFF

kWh

SW
ON/OFF

kWh

 
営業所

【遠隔検針導入箇所】

 

検針票

（計器取替）

ｏ敷地内に入れないかも

ｏ犬に咬まれるかも

【現地目視検針】 【契約変更(計器取替)】

 

ＷＨＭＷＨＭ
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７ スマートメーターのコスト低減とランニングコスト

（千円／台）

▲18.9千円

〔スマートメーターの価格推移〕

・海外メーター：10千円／台と想定、

使用年数は10年間(ﾒｰｶｰ設計耐用年数)

・当社メーター：16.4千円／台（H30年度単価）、

使用年数は20年以上(試験確認結果)

ｏ20年間使用のランニングコストでは、

当社スマートメーターが安価（▲2.2千円/台）

〔20年使用時のコスト比較〕 （千円／台）

▲2.2

（Ｂ）－（Ａ）

22.4

当社メーター

（Ｂ）

24.6

海外メーター

（Ａ）

20年使用時

のコスト

(千円）

16.4

10

● 調達については、競争入札を実施中

ｏ筐体のプラスチック化や量産
効果等によるコスト低減

○ 当社スマートメーターは仕様見直しや競争入札実施等によりコスト低減を継続して実施中。

○ また、ユニット方式の採用等によって長期信頼性を有するとともに、計量法に基づく法定取替時に計量
ユニットのみ取替で対応が可能であり、設置後のランニングコストで優位性がある。

〔海外スマートメーターとのランニングコスト比較〕

計量ユニット

のみ取替・取替時は「計量ユニット」

だけを交換（交換後は修理

して再使用）

〔ユニットメーターの特徴〕

ｏスマートメーターの増分単価
は図の価格から従来計器価格
約8千円を差引いて算定
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【参考４】ユニットメーターのランニングコスト

○ 当社ユニットメーターは、長期信頼性があり、計量法に基づく法定取替時に計量ユニットのみの取替で

対応できるため、海外スマートメーター等と比較して、設置後のランニングコスト面で優位性がある。

■ ユニットメーターの耐用年数は20年以上（加速劣化試験結果30年以上を確認）を見込んでいることから、
20年間の累計工事費で比較。

■ 海外メーターを採用した場合に比べて、20年間で2.2千円／台のコスト低減が可能。

〔海外スマートメーター（１万円想定）とのランニングコスト比較〕

11

ユニットメーター（H30年度単価：16.4千円）海外スマートメーター（10千円と想定）

※ 割引率（割引現在価値）1.2％で算出

計器取替計器新設

0.3

2.4

8.9

2.7

10.0

0.4
計器一式廃却取替

11.6

計量ﾕﾆｯﾄ取替計器新設

2.5

16.4

2.7

0.9

0.3

1.3

0.8

計量ユニットのみ
検満修理取替
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８ 費用対効果（Ｈ22～47）

○ スマートメーター導入当初は、費用が効果を上回る
ものの、展開進捗とともに検針業務等の合理化効果
が増加。

○ 効果と費用の差分は、導入開始(H22）から11年目
(H32)にプラスに転じる。

○ 累積値がプラスに転じるのは20年目(H41)[スマート
メーター全数導入完了から4年後]、導入完了後の10年
目までの平成22～47年の26年間の費用対効果では、
累計645億円、年平均25億円の黒字。

<費用・効果> H37末スマートメーター全数導入完了

累計+645億円

（H22～H47の年平均）

通信料他：27億円

システム開発他：5億円

通信設備他：７億円

スマートメーター：16億円

(費用) 55億円 (効果)80億円

＋25億円/年

＜合理化効果＞

配電業務：27億円

検針業務：45億円

H32年度から単年度黒字

12

(億円)
(億円)

H41年度から累積黒字

需要抑制効果：8億円

<累計差異>



９ 費用対効果の内訳（Ｈ22～47）

8205
・電力量の使用状況「見える化」による
需要抑制効果※2

需要抑制効果

645

2,068

694

1,169

1,423

712

131

172

408

H22～H47
(億円)

25費用対効果（②－①）

80合理化効果計②

55費用計①

27・通信料、通信事業者工事等にかかる費用通信料他

27

45

5

7

16

年平均
(億円/年)

・契約変更時の工事不要、計器修理費低減
・変圧器容量の最適化等の設備投資抑制※1

配電業務関連

・システム開発費およびシステム設備・保
守に係る費用と保守作業用端末等の費用

システム開発
・リース他

・通信ネットワークの工事・保守等に係る
費用

通信設備他

・検針・集金（再送電）・契約廃止・調査
業務委託費及び検針関連社員等の効率化

・スマートメーター工事単価と従来型計器
工事単価の差と導入台数により算出

内 容

スマートメーター
導入増分費用

費 用

検針業務関連

合理化
効 果

項 目

13

※１：スマートメーターで実測した計量データ(30分値)用いて変圧器容量を選定することで、設備投資の抑
制が可能（全数導入時効果額：約3億円/年）

※２：需要抑制効果（デマンドレスポンス効果）は、スマートメーター全数導入時において約18万kWと想定
[算定式] 需要抑制効果( 3.4%)×節電定着率(80%)×低圧需要夏季ﾋﾟｰｸ時間電力(659万kW)≒18万kW

他電力管内における需要抑制効果（推定値）を用いて算定

＊

（＊）



10 スマートメーター全数導入（Ｈ22～37）に係る費用について

○ スマートメーターの全数導入に必要な費用は、平成22～37年度の合計で1,058億円。

○ 費用のうち、スマートメーター導入増分費用が約48%（501億円）、遠隔検針通信料が約33%（351億円）を
占める。

■ 通信ネットワークは、適材適所で複数の通信方式を使い分けて遠隔検針データ収集を行う。

■ スマートメーターで収集したデータは、通信事業者網及び社内通信網を経由して遠隔検針システム
まで伝送。

〔スマートメーター通信ネットワークの構成イメージ〕

〔スマートメーター全数導入関連費用（H22～37：16か年合計）〕

1,058

合計

50135112581

スマートメーター導入
（増分費用）

遠隔検針

通信料他

通信設備の

工事・保守費他

システム開発

・リース他

（億円）

当 社 事 業 所

既存社内
通信網

公衆

回線網

光回線網 中継装置

遠隔検針システム
公衆無線基地局

通信サーバ

電力線（ＰＬＣ）

無線方式（WiMAX、携帯等）

14

※ スマートメーター（ユニットメーター）等の調達については、今後、公開入札を指向

・ ユニットメーターは共同開発品であるため、仕様オープン化については特許等の関連があり、
今後、共同開発先との調整を進め、まとまり次第、公開入札による調達を目指していく。



【参考５】申請原価に計上されているスマートメーター関連費用とその内訳

○ メーターの取替修繕費については、従来計器からの増分費用として年平均36億円を算入。
（新設に伴う台数増加相当分に関する減価償却費と合せ、年平均38億円の増）

○ 設備投資(通信設備等)に関わる減価償却費として６億円、委託費、通信運搬費、雑費などの諸経費として17億円、
当該業務に従事する社員の人件費として２億円を含め、スマートメーター全体としては、年平均61億円を織込み。

15

・中継器設置に関わる償却費（再掲）3.19.34.43.21.7（再掲） 中継器

・通信設備構築・保守運用（H25～27：11人）

・計器･システム開発関係 （H25～27：11人）
1.95.81.91.92.0人件費

・スマートメーター用検針用機器等の消耗品費00.100.10消耗品費

61.2183.766.864.652.3合 計

・回線賃借に伴う通信事業者工事費、回線登録料2.67.92.82.82.2雑費

・通信事業者回線の利用料8.425.213.18.73.4通信運搬費

・スマートメーター、遠隔検針等の開発に関わる研究費0.30.90.20.30.4研究費

・遠隔検針導入に伴うシステムソフト開発等に関わる業務委託4.212.54.17.21.2委託費

・遠隔検針システム関連装置リース料等の賃借料1.54.41.21.71.6賃借料

・通信設備の新設に関わる償却費(再掲)1.03.01.31.10.6（再掲） その他

・新設に伴う台数増加相当分に関する償却費（再掲）2.26.52.62.31.6（再掲） ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ

・メーターの新設に伴う台数増加相当分に関する償却費

・光回線、通信設備の構築に関わる償却費
6.318.88.36.63.9減価償却費

・通信設備に関わる費用0.10.20.10.10修繕費(その他)

・スマートメーターの導入に伴う取替修繕費の増分

（25年度:30万台、26年度：31万台、27年度：31万台）
35.9107.735.135.237.5

修繕費
(ｽﾏﾒ導入に伴う取替修繕費の増)

備考 (主な内訳等)平均合計H27H26H25原価織込項目

※ 四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある

（億円）



【参考６】従来計器の購入台数と購入単価

■ 電子式計器の購入台数と購入単価（検定手数料含む）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

購入台数(千台) 62 86 91 106 111 93 102 26

単 価(千円/台) 31.4 27.4 26.8 27.9 24.2 18.7 17.4 15.9

■ 機械式計器の購入台数と購入単価（検定手数料含む）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

購入台数(千台) 73 49 60 58 73 40 17 21

単 価(千円/台) 8.0 7.9 8.7 8.3 8.2 8.6 10.0 10.3

31 .4

27 .4 26 .8 27 .9

24 .2

18 .7
17 .4

15 .9

8 .0 7 .9 8 .7 8 .3 8 .2 8 .6 10 .0 10 .3
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〔従来計器の購入単価推移〕

電子式計器

機械式計器

※

※H21年度以降 機械式計器の購入単価が上昇している理由
ユニットメーターの導入等に伴い、価格が安い小容量計器の購入数が減少し、単価の高い大容量計器の
比率が高まったため（購入単価は各品目の加重平均単価で算定）

※

※

※

※

16

※



【参考７】メーターの種類と機能

ユ
ニ
ッ
ト
メ
ー
タ
ー

電
子
式
計
器

機
械
式
計
器

種類 イメージ 適用範囲 機能他
将来具備

する機能

従
来
計
器

・１日を通して同じ電
気料金単価の契約に
対して適用

（従量電灯契約)

・電力量(正)

※積算値を表示してい
るだけで保存はなし

・１日のうち複数の電
気料金単価がある契
約に対して適用

季時別電灯
時間帯別電灯

・時間帯別の電力量(正)
・季時別計量機能
・時計機能

※時間帯ごとの積算値
を保存

ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー

・電気料金単価に関係
なく適用可能

(全ての低圧契約)

・電力量(正)
・30分ごとの積算値
・通信機能
・開閉機能
・状態履歴記録
・時計機能

※無停電取替時の作業
安全を考慮した構造

・電力量(逆)
・電流値
・電力値
・Ｂルート通信 等
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